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〔 通信・輸送 〕 

○ 資料 11 北海道消防防災ヘリコプターによる救急患者の緊急搬送手続要領 

 

(趣旨) 

第 1 条 この要領は、北海道消防防災ヘリコプター運航管理要綱第 15 条第 3 項及び北海道消防防災ヘ

リコプター緊急運航要領第 4 条ただし書の規定に基づき、救急患者の緊急搬送についての必要な手続

等を定めるものとする。 

(手続) 

第 2条 救急患者の緊急搬送に係る各機関の手続は、次によることとする。 

(1) 依頼病院等 

ア 依頼病院等は、救急患者の緊急搬送が必要であると判断した場合は、受入医療機関を確保した

後、あらかじめ総務部危機対策局危機対策課防災航空室(以下｢航空室｣という。)に連絡するもの

とする。この場合における連絡は、様式第 1 号によりファクシミリを使用して行うとともに、送

付後、必ず電話により到着の確認等を行うものとする。 

イ 依頼病院等は、航空室に連絡をした後、当該市町村（消防の一部事務組合を含む。以下｢市町村

等｣という。）に救急患者の緊急搬送を要請するものとする。この場合の要請方法は、アの例によ

るものとする。 

ウ 依頼病院等は、市町村等から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内

容を受入医療機関へ連絡するものとする。 

(2) 市町村等 

ア 市町村等は、依頼病院等からヘリコプターの出動要請を受けたとき又は生命が危険な傷病者を

搬送する必要があると認められる場合は、航空室へヘリコプターの出動を要請し、その後関係総

合振興局又は関係振興局にその旨を連絡するものとする。 

 これらの場合における要請は、電話により行うとともに、様式第 1 号によりファクシミリを使

用して行うものとする。 

イ 市町村等は、依頼病院からヘリコプターの出動要請を受けた場合を除き、受入医療機関の確保

を行うものとする。 

ウ 市町村等は、ヘリコプターの離着陸場を確保しその安全対策を講ずるとともに、救急自動車の

手配を行うものとする。 

エ 市町村等は、航空室から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内容を

依頼病院等に連絡するものとする。 

(3) 航空室 

ア 航空室は、依頼病院等から連絡を受けた場合は、消防防災ヘリコプターの出動準備を開始する

ものとする。 

イ 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受けた場合は、出動の可否について判断し、

その結果を市町村等に連絡するとともに、関係総合振興局又は関係振興局にその旨を連絡するも

のとする。 

ウ 航空室は、給油及び夜間等の空港使用（航空保安施設の運用等）が必要な場合は、市町村等と

連絡調整を行うものとする。 

（他の機関への要請等） 

第 3条 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受け消防防災ヘリコプターが運航できな

い場合は、北海道警察本部（航空隊）、札幌市（消防局）、陸上自衛隊北部方面総監部、航空自衛

隊第二航空団司令部及び第一管区海上保安本部に対し、必要な情報を提供するものとする。この

場合における情報提供の方法は、様式第１号によりファクシミリを使用して行うものとする。 
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２ 航空室は、消防防災ヘリコプターが運航できない場合は、前項に規定する機関に対し、航空機の

出動を要請するものとする。 
 
 

（付添人の搭乗） 

第 4条 医師が付添人を必要と認めた場合は、原則として 1名に限り搭乗させることができるものとす

る。この場合において、付添人は、あらかじめ様式第 2 号の誓約書を機長に提出するものとする。 

（その他） 

第 5条 この要領に定めるもののほか、ヘリコプターの出動に関し必要な事項は別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成 8年 7月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 18 年 4月 1日から施行する。 

この要領は、平成 19 年 6月 1日から施行する。 

この要領は、平成 22 年 4月 1日から施行する。 
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○ 資料 12 北海道消防防災ヘリコプター運航管理要綱 

 

第 1章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、北海道消防防災ヘリコプター（以下「航空機」という。）の安全かつ果的な運用

を図るため、航空機の運航管理等について必要な事項を定めるものとする。 

(他の法令との関係） 

第 2条 航空機の運航管理については、航空法(昭和 27 年法律第 231 号。以下｢法｣という。)に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 航空機等 

航空機、航空機用装備品、消防防災業務活動用装備品等をいう。 

(2) 消防防災業務 

航空機を使用して行う災害応急対策活動、救急活動、火災防御活動その他の防災活動に関する業

務をいう。 

(3) 航空隊員 

航空機に搭乗して消防防災業務に従事する総務部危機対策局防災消防課防災航空室防 災航空隊

（以下「防災航空隊」という。）の職員をいう。 

(4) 自隊訓練 

総務部危機対策局防災消防課防災航空室（以下「航空室」という。）が隊員の基本技術及び応用

技術の習得を図るため、独自で行う訓練をいう。 

(5) 運航計画 

航空機を効率的に運航するため、消防防災業務、自隊訓練等について定める飛行計画をいう。 

(6) 委託会社 

道が航空機の操縦、整備点検等の運航管理業務を委託する運航会社をいう。 
 

第 2章 防災航空隊 

（防災航空隊の設置） 

第 4条 航空室に、防災航空隊を置く。 

2 防災航空隊は、航空機に搭乗し、直接、消防防災業務に従事する。 

3 防災航空隊に、隊長、副隊長及び隊員を置く。 

4 隊長及び副隊長は、航空隊員の中から防災消防課長が指名する。 

（隊長の任務） 

第 5条 隊長は、副隊長及び隊員を指揮監督して消防防災業務の安全かつ効果的な遂行に努めなければ

ならない。 

（副隊長の任務） 

第 6条 副隊長は、隊長を補佐し、隊員を指揮監督して消防防災業務の万全を期さなけれならない。 

2 隊長に事故あるときは、防災消防課長があらかじめ指定する副隊長がその職務を代行する。 

(隊員の任務） 

第 7条 隊員は、隊長及び副隊長の指揮に従い、消防防災業務の遂行に当たっては十分安全を確認して

その職務に従事しなければならない。 

（搭乗者の指定） 

第 8条 防災航空室長は、航空機を運航する場合には、運航目的、任務等を明示して搭乗する者を指定

するものとする。 
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第 3章 運航管理 

（総括管理者） 

第 9条 航空機の運航管理の総括は、危機管理監（以下「総括管理者」という。）が行う。 

（運航管理責任者） 

第 10 条 航空隊の指揮監督、航空機の運航、航空機等の維持管理など、航空機の運航管理に関する事

務は、防災航空室長（以下「運航管理責任者」という。）が行う。 

（運航指揮者） 

第 11 条 航空機に搭乗中の隊員の指揮監督をする者を「運航指揮者」という。 

2 運航指揮者は、隊長をもって充てる。ただし、隊長が航空機に搭乗しないときは、運航管理責任者

が航空機に搭乗する副隊長又は隊員の中から指定するものとする。 

（運航計画） 

第 12 条 防災消防課長は、消防防災業務及び自隊訓練等を適正かつ円滑に行うため、航空機の運航計

画を定めなければならない。 

2 運航計画は、北海道消防防災ヘリコプター年間運航計画（様式第 1 号）及び北海道消防防災ヘリコ

プター月間運航計画（様式第 2号）とする。 

（運航する航空機等） 

第 13 条 総括管理者は、法第 23 条及び第 25 条に定める技能証明を有する委託会社の整備士による整備

点検を受けなければ、航空機を航空の用に供してはならない。 

2 運航管理責任者は、航空機等を適正に管理し、常に航空機等の性能を最大限発揮できる状態にして

おかなければならない。 

（運航範囲） 

第 14 条 航空機は、次に揚げる活動で、航空機の特性を十分に活用することができ、かつ、その必要性

が認められる場合に運航するものとする。 

(1) 災害応急対策活動 

(2) 救急活動 

(3) 救助活動 

(4) 火災防御活動 

(5) 広域航空消防防災応援活動 

(6) 災害予防活動 

(7) 自隊訓練 

(8) その他総括管理者が必要と認める活動 

2 航空機の運航は、原則として午前 9時から午後 5時 15 分までとする。ただし、次条に規定する緊急

運航の場合は、この限りでない。 

（緊急運航） 

第 15 条 前条第 1 項第 1 号から第 5 号までに規定する運航(以下「緊急運航」と総称する。)は、第 12

条に規定する運航計画に基づく運航（以下「通常運航」という。）に優先する。 

2 航空機の通常運航中に緊急運航を要する事態が生じた場合には、運行管理責任者は、直ちに緊急運

航に移行することとし、その内容を総括管理者に報告しなければならない。 

3 緊急運航に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

（運航に伴う報告） 

第 16 条 運航指揮者は、通常運航業務を終了したときは飛行報告書（様式第 3 号）を、緊急運航業務

を終了したときは緊急運航業務報告書（様式第 4号）を作成し、速やかに運航管理責任者に報告しな

ければならない。 

（飛行場外離着陸場） 

第 17 条 運航管理責任者は、市町村等と協議して、法第 79 条ただし書の規定による飛行場外離着陸場

及び法第 81 条の 2 の規定による緊急離着陸場を確保しておくとともに、常にその実態把握につとめ
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るものとする。 
 

第 4章 使用手続 

（使用予定表） 

第 18 条 航空機の使用（緊急運航及び自隊訓練に係るものを除く。以下この章において同じ。）を予定

する者は、毎年 2月末までに翌年度の航空機の使用予定について消防防災ヘリコプター使用年間予定

表（様式第 5号）を提出し、かつ、使用月の前々月の末日までに当該使用月の使用予定について、消

防防災ヘリコプター使用月間予定表(様式第 6 号)を総括管理者に提出しなければならない。 

（航空機の使用申請） 

第 19 条 航空機を使用しようとする者は、消防防災ヘリコプター使用申請書(様式第 7 号)により、使

用する日の 15 日前までに総括管理者に申請しなければならない。 

（航空機の使用承認） 

第 20 条 総括管理者は、前条の申請があったときは、その使用目的、使用内容等を審査の上、適当と

認めるときは、その使用を承認するものとする。 

2 総括管理者は、前項の規定により使用を承認した場合は、消防防災ヘリコプター使用承認書（様式

第 8号）を交付するものとする。 
 

第 5章 安全管理等 

（安全管理） 

第 21 条 総括管理者は、航空関係法令及び国土交通大臣の定める航空機の運用限界等指定書を踏まえ、

消防防災業務の適正な執行体制及び航空事故防止対策を確立し、安全管理の適正を期さなければなら

ない。 

2 運航管理者は、航空隊員の任務及び分担業務の適正な執行を確保するなど、安全管理に万全を期す

るとともに、航空機等を格納する施設の適正な保守管理を行わなければならない。 

（運航指揮者の責務） 

第 22 条 運航指揮者は、航空隊員の任務及び分担業務が適正に執行され、当該業務が効果的かつ安全

に遂行できるよう努めなければならない。 
 

第 6章 教育訓練 

（隊員等の教育訓練） 

第 23 条 総括管理者は、航空隊員の教育訓練を実施するために必要な訓練体制及び施設、設備並びに

教材の整備を図り、航空隊員の養成及び資質の向上に努めなければならない。 

2 運航管理責任者は、消防防災業務を効率的に行うため、市町村及びその他の関係機関と連携の上、

必要な訓練を実施しなければならない。 

（自隊訓練） 

第 24 条 運航管理責任者は、運航計画に基づき、自隊訓練を実施しなければならない。 
 

第 7章 事故対策等 

（捜索及び救難体制の確立） 

第 25 条 総括管理者は、航空事故が発生するおそれ若しくは発生した疑いのある場合、又は航空事故

が発生した場合の捜索救難等の初動体制及びその後の処理に関する体制を確立しておかなければな

らない。 

（航空事故発生時の措置） 

第 26 条 運航指揮者は、航空機に搭乗中、航空機の故障、気象の急変等により航空事故が発生するお

それがある場合、又は発生した場合は、人命、財産に対する危難の防止に最善の手段を尽くすなど、

万全の措置を構じ、その状況を運航管理責任者に直ちに報告しなければならい。 

2 運航管理責任者は、前項の規定による報告を受け、又は同項に規定する航空機の故障等に関する情

報を入手した場合には、直ちに所要の捜索救難活動を開始するとともに、その旨を総括管理責任者に
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報告しなければならない。 

（事故報告） 

第 27 条 総括管理者は、法第 76 条第 1項に規定する事故が発生した場合は、国土交通大臣にその旨を

報告するとともに、直ちにその原因、損害等について調査し、その結果を知事に報告しなければなら

ない。 
 

第 8章 雑則 

（記録及び保存） 

第 28 条 運航管理責任者は、航空関係法令に基づく記録のほか、消防防災業務に関する記録を整理、

保存しておかなければならない。 

（その他） 

第 29 条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 
 

附 則 

この要綱は、平成 8年 4月 1 日から施行する。 

この要綱は、平成 18 年 4月 1日から施行する。 

この要綱は、平成 19 年 6月 1日から施行する。 
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○ 資料 13 北海道消防防災ヘリコプター緊急運航要領 

 

（趣旨） 

第 1条 北海道消防防災ヘリコプター運航 1管理要綱（以下｢要綱｣という。）第 15 条第 3項の規定に基

づく北海道消防防災ヘリコプター（以下｢航空機｣という。）の緊急運航については、要綱及び北海道

消防防災ヘリコプター応援協定に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

（緊急運航の要件） 

第 2 条 緊急運航は、原則として、要綱第 14 条第 1 項第 1 号から第 5 号までに掲げる活動で、次の要

件に該当する場合に行うものとする。 

(1) 災害が隣接する市町村に拡大又は影響を与えるおそれがある場合 

(2) 災害が発生した市町村（消防の一部事務組合及び広域連合を含む。以下｢市町村等｣という。）の

消防力等によっては災害応急対策が著しく困難な場合 

(3) その他航空機による活動が最も有効と認められる場合 

（緊急運航の基準） 

第 3条 緊急運航は、前条の要件に該当し、かつ、次の場合に行うものとする。 

(1) 災害応急対策活動 

ア 被災状況の偵察・情報収集 

災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合で、広範囲にわたる偵察・情報収集活動を行

う必要があると認められる場合 

イ 救援物資、人員、資機材等の搬送 

災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合で、救援物資、人員、資機材等を搬送する必

要があると認められる場合 

ウ その他 

災害応急対策活動上、特に航空機の活用が有効と認められる場合 

(2) 救急活動 

ア 傷病者の搬送 

(ｱ) 現場救急 

ａ 「現場救急」とは、航空機が直接救急現場に出動し、傷病者を機内に収容して医療機関へ

搬送する活動をいう。 

ｂ 次の場合に出動するものとする。 

生命が危険な傷病者を搬送する必要がある場合のほか、緊急に搬送することにより後遺

症の軽減など機能予後の改善が期待できる場合で、他の搬送手段がなく、かつ、原則とし

て医師が搭乗できる場合。 

(ｲ) 転院搬送 

ａ 「転院搬送」とは、航空機による次の傷病者の搬送をいう。 

①一旦近郊の医療機関に搬送し所要の治療を行った後に、緊急に高次・専門医療機関へ搬

送する場合 

②医療機関に収容されている入院患者の病態悪化により緊急に高次・専門医療療関へ搬送

する場合 

ｂ 次の場合に出動するものとする。 

医師の判断により、緊急に他の高次・専門医療関へ搬送しなければ生命に危険が及ぶ場

合のほか、緊急に搬送することにより後遺症の軽減など傷病者の機能予後の改善が期待で

きる場合で、他の搬送手段がなく、かつ、原則として医師が搭乗できる場合。 

ｃ 転院搬送に搭乗する医師については、緊急性を重視し、搬送元医療機関の医師を基本とし

つつ医師不在を回避する場合又は搬送中の傷病者に対して専門的な管理が必要な場合は、他

の医療機関の医師が搭乗できることとする。 
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 なお、他の移動手段による搬送元医療機関への医師派遣が困難な場合にあっては、航空機

による派遣を認めるものとする。 

(ｳ) 事後検証 

上記（ｱ）及び（ｲ）に基づき航空機により傷病者を搬送した全ての事案について、その適否

や妥当性などの事後検証を実施し、その結果を以後の救急活動に反映させることとする。 

イ 医師等の搬送 

離島、山村等の交通遠隔地等において緊急医療を行うため、医師、機材等を搬送する必要があ

ると認められる場合 

ウ その他 

救急活動上、特に航空機の活用が有効と認められる場合 

(3) 救助活動 

ア 中高層ビル等の火災における救助・救出 

中高層ビル等の火災において、地上からの救助・救出が困難で屋上等から行うことが必要と認

められる場合 

イ 山岳遭難、河川・湖沼等の水難事故における救助・救出 

山岳遭難及び水難事故において、災害が発生した市町村等の消防力等では対応できないと認め

られる場合 

ウ 高速自動車道及び自動車専用道路上での事故における救助・救出 

高速自動車道及び自動車専用道路上での事故で、救急自動車による収容・搬送が困難と認めら

れる場合 

エ その他 

救助活動上、特に航空機の活用が有効と認められる場合 

(4) 火災防御活動 

ア 林野火災における空中消火 

地上における消火活動では、消火が困難と認められる場合 

イ 偵察・情報収集 

大規模火災、爆発事故等が発生し、又は延焼拡大のおそれがあり、偵察・情報収集活動を行う

必要があると認められる場合 

ウ 消防隊員、資機材等の搬送 

大規模林野火災等において、他に人員・資機材等の搬送手段がないと認められる場合 

エ その他 

火災防御活動上、特に航空機の活用が有効と認められる場合 

(5) 広域航空消防防災応援活動 

大規模災害発生時における他都府県の消防防災活動への応援が必要と認められる場合 

（緊急運航の要請） 

第 4 条 緊急運航の要請（前条第 5 号に規定するものを除く。）は、総務部危機対策局危機対策課防災航

空室に対し、電話により行うとともに、速やかに様式第1号をファクシミリにより提出するものとする。

ただし、救急患者の緊急搬送に係る要請手続きについては、別に定めるところによるものとする。 

（緊急運航の決定） 

第 5条 運航管理責任者は、前条本文の要請を受けた場合は、直ちに隊長にその内容を伝えるとともに、

災害等の状況・気象状況等を確認の上、速やかに出動の可否を決定し、隊長に指示するものとする。 

2 運航管理責任者は、速やかに前項に規定する出動の可否等を総括管理者に報告するとともに、関係

総合振興局長又は関係振興局長にその旨を連絡するものとする。 

（要請に対する結果の通報） 

第 6条 運航管理責任者は、直ちに前条第 1 項に規定する出動の可否を要請者に連絡するものとする。 

（受入体制） 

第 7条 緊急運航を要請した市町村長（消防の一部事務組合の管理者及び広域連合の長を含む。以下｢市
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町村長等｣という。）は、運航管理責任者と緊密な連絡を取るとともに、受入体制を整えるものとする。 

（報告） 

第 8条 緊急運航を要請した市町村長等は、災害等が収束した場合（救急患者の緊急搬送に係る場合を

除く。）には、災害等状況報告書（様式第 2号）により、総括管理者に報告するものとする。 
 

附 則 

この要領は、平成 8年 7月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 18 年 4月 1日から施行する。 

この要領は、平成 19 年 6月 1日から施行する。 

この要領は、平成 22 年 4月 1日から施行する。 

この要領は、平成 25 年 4月 1日から施行する。 
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○ 資料 14 北海道防災ヘリコプター緊急運航・救急患者緊急搬送手順・対応 

 
平成 23 年 1 月 21 日 

 

【注意事項】 

緊急運航と救急患者の緊急搬送では手順が違います。 
 

【緊急運航の手順】 

①災害発生地の署所から防災航空室に要請の電話を入れる。 

②災害発生地の署所から速やかに様式第 1 号（第 4条関係）を FAX で送付する。 

③収束後、災害発生地の署所は様式第 2号（第 8 条関係）を本部警防課まで報告する。（メール可） 

※要請機関の長は、消防長とする。 

④本部警防課は、上記報告のあった様式第 2号（第 8条関係）を郵送で総括管理者に送付する。 
 

【救急患者の緊急搬送の手順・対応】 

①災害発生地の署所から防災航空室に要請の電話を入れる。 

②災害発生地の署所から速やかに様式第 1 号（注：緊急運航の様式とは別物）を FAX で送付する。 

③災害発生地の署所から上川総合振興局（0166-46-5900）にその旨を電話連絡する。 

－病院からは依頼を受けていない場合－ 

④受入れ医療機関の確保を行う。 
 

【防災航空室連絡先等】 

電話番号 FAX 番号 無線呼出・周波数 

011-782-3233 
011-782-3256 
011-782-3257 

011-782-3234 
ほっかいどう 701 

①150.73 ②148.75 ③154.15 
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○ 資料 15 緊急通行車両確認証明書 

第      号  年   月   日 

緊急通行車両確認証明書 

   知 事 ○印  

   公安委員会 ○印  

番 号 標 に 表 示 
されている番号 

 

車 両 の 用 途 

（緊急輸送を行う車
両にあたっては、輸送
人 員 又 は 品 名 ） 

 

使用者 
住 所 

 
 

      （   ）   局 

氏 名  

輸 送 日 時  

輸 送 経 路 
出発地 目的地 

  

備     考   

備考 用紙は、日本工業規格 A5 とする。 
 

○ 資料 16 緊急通行車両標章 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 色彩は、記号を黄色、縁および「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」および「日」の文

字を黒色、登録（車両）番号ならびに年、月および日を表示する部分は白色、地は銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 

 
 

21cm 

15cm 

登録(車両)番号 

緊 急 
 

有効期限    □年□月□日 


